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研究成果の概要（和文）：農業環境政策の実施が他の先進諸国において著しく遅延していること、その中で滋賀
県のみが他の都道府県に比して著しく傑出した実績を上げていることの背景に「認識共同体」の存在の有無が関
係しているのではないかとの作業仮説に基づき、農業環境政策に関する認識共同体の有無及びその影響について
の国際比較分析等を英国、豪州、台湾、OECD等を対象に実施した。併せてその成果を政策立案者等と共有し議論
するための国際ワークショップを開催した。認識共同体の果たした役割を確認するとともに、認識共同体を醸成
するための政策的示唆を得た。

研究成果の概要（英文）：The implementation of agri-environmental policies in Japan has been 
significantly behind the other developed countries, and only Shiga Prefecture has achieved 
outstanding results compared to other prefectures. Based on the working hypothesis that the 
existence or nonexistence of “epistemic communities” may be related with these facts, an 
international comparative analysis on the existence and impact of the epistemic community on 
agri-environmental policy was conducted for the United Kingdom, Australia, Taiwan, OECD, etc. At the
 same time, an international workshop was held to share and discuss the results with policy makers. 
We confirmed the roles played by the epistemic communities and obtained policy suggestions for 
fostering the epistemic communities.

研究分野： 農業環境政策

キーワード： OECD　英国　オーストラリア　台湾　都道府県比較

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
農業環境政策の展開に与えた認識共同体の影響に関する国際比較は国際的にみても極めてユニークな研究であ
り、また国際機関として農政改革に大きな影響をもたらしたOECDを認識共同体を醸成する副次的な機能を持つも
のとして分析したことも本研究の独創性を構成する大きな要素である。農政のグリーン化がわが国においても強
く求められるなかで、それを進めるために認識共同体が果たしうる役割に関する政策的示唆を提示した点で、社
会的に大きな意義を持つと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１. 研究開始当初の背景 

 環境支払い予算の農業予算シェアが OECD 加盟国の中で最もかつ突出して低い数値にあること

に代表される通り、我が国の農業環境政策は他の先進諸国に比して低調な水準にある。その一方

で、農薬や肥料の使用量の水準はやはり OECD 加盟国の中で高い水準にある。すなわち、農業環

境の改善に対する社会的需要は潜在的に存在するにもかかわらずそのための政策は十分に整備

されていない。その背景にある最大の理由のひとつとして、コメを中心とした関税による価格支

持政策がいかなる形態の農業も正の外部性(多面的機能)を発揮しているという暗黙の仮定に基

づいていることにあることがあげられる。 

しかしながら、我が国の農業環境政策の低調をもたらしているその他の要素の存在可能性も

同時に示唆される。たとえば、EU で見ると PSE における価格支持の割合が大きかった時点でも

農業予算に占める環境支払いの割合は一定の水準に達していた。加えて、高関税のみに原因を求

める場合、関税がすでに低水準にある野菜や果樹についての農業環境政策の低調を説明できな

い。また、国内で見ても、滋賀県に代表される農業環境政策の「先進県」が存在する一方で、同

じような環境問題を抱えながら同政策に躊躇する自治体もある。 

このような状況を考えると、我が国における農業環境政策の著しい低調に関するより根源的

な要因を探求する必要があることが強く示唆される。そこで着目したのが農業環境政策の立案

に係る認識共同体の存在とその役割である。 

２. 研究の目的 

本研究では（１）農業環境政策および類似政策に係る「認識」の「共有化」過程に関する国際

比較を行うこと、（２）国内の都道府県の農業環境政策の強弱に影響を与えている要因を定量的

に分析することにより都道府県内における『認識共同体』の役割の有無を明らかにすること、（３）

以上の分析を踏まえて、農業環境政策の強化に必要な制度的枠組みを明らかにすること、を目的

とした。 

３. 研究の方法 

３つの研究目的に対応した、①国際比較、②都道府県比較分析、③制度的枠組み構築、の３研

究コンポーネントにより本研究を実施する。①の国際比較では、対象とする国や地域で実施され

ている農業環境政策について、『認識共同体』の役割を比較分析する。そのために、各国・地域

の農業環境政策に精通した研究分担者およびそれぞれの国・地域における同政策研究の第一人

者を海外共同研究者として配置した。②の都道府県比較分析では、農業環境政策の強度を示す指

標をもとに分析を行い、都道府県レベルで『認識共同体』が果たした役割の有無を分析する。③

の制度的枠組み構築では、①，②を踏まえて、農業環境政策の構築に必要な制度的条件を提示す

る。 

４. 研究成果 

（１） 国際比較コンポーネント  

① 欧州・英国分析:EU が農業環境政策に対して最も積極的な政策展開を行ってきたことを

踏まえて、その中でも中心的な役割を果たしてきた英国に着目した分析が行われた。具体的には

環境スチュワードスキームを対象とした関連文献や行政文書の分析によるアクターの特定、そ



のうえでそれらアクター間のネットワーク分析を行い、さらにそれを、主要アクターを実際に招

聘してのワークショップで補完するものである。これにより、農業環境政策の構築にあたり多様

なアクター（組織や個人）がどのような関係性を築き、役割を発揮していったかについて、示さ

れた。また、認識共同体分析を補完するものとして、より長いスパンで見た時の英国の農業環境

政策に対する基本的な認識の変遷等が検証された。具体的には、「農業環境政策の導入」、「高自

然価値地域の保全管理」「共通農業政策へのグリーンニングの導入」という 3 つの歴史的な農政

改革が、さまざまな社会的要請や時代状況を背景とする特定の関係集団の影響力に呼応しなが

ら発展してきた過程を明らかにするとともに、より統合的な政策確立への道程は均一ではなか

ったことが示された。EU 脱退後の農業政策の新たな動向やより統合的な土地の環境管理に向け

た進展方向など、イギリス農政の現状についても併せて議論された。 

②  OECD 分析：OECD は先進国の農業政策や農業環境政策の分析、評価に多年にわたり積

極的な貢献を行ってきた。同時に、農政改革推進をめぐる OECD が認識共同体の役割を果たすと

ともに認識共同体の醸成に貢献したとの仮説のもとに、OECD における農政や農業環境政策に関

する分析作業がそのような観点で振り返えられた。先進国の農政改革に係る根源的な課題に対

して OECD が新しいアイディアをもたらした事例分析を通じて、OECD が果たした農政改革に対す

る貢献を示すとともに、新しい政策概念を創出する際の OECD と認識共同体の相互作用について

も論じられた。 

③ オーストラリア：サウス・オーストラリア大学ビジネススクールとの共同研究体制を

構築し、水市場化政策の形成プロセスについての分析を行った。同国は水市場制度が著しく発達

しており、その分野の研究も盛んであるが、水市場のメカニズムや政策的手法を解明しようとす

る既存研究が多かった。それに対して、本研究では水資源管理政策における水市場導入という政

策転換に注目し、水市場化政策の形成過程について説明を試みた。分析結果は次の通りである。

政策アイディア・アプローチを通して、州政府、地方組織、連邦政府、学術界、農業者および灌

漑事業者といった水市場化政策の形成をめぐるアクターは、水市場という政策アイディアに依

拠して、各々の立場で問題を認識し、水市場化政策を選好したことが明らかとなった。また、こ

れらのアクターで構成される「認識共同体」が、水市場政策という新たな政策の形成プロセスに

おいて機能し、政策転換をもたらしたことも実証された。 

④ 台湾：台湾の農業分野において、直接支払いという概念が政策として実施されるまで

の認識共同体の形成過程を分析した。本研究は、2018 年に発足された農業の直接支払政策措置

である「対地緑色環境給付計画（the Environmental Green Payment for Land Area Projects）」

の構想過程や採択過程について、文献調査および国会会議録の調査を行うとともに、関係者に対

するインタビュー調査をした。特に、台湾において直接支払いという概念がどのように認識され、

共有されたかを理解するために、農業政策が策定される政治過程について、政府の調査プロジェ

クトがどのように研究機関に委託されたかを分析した。本研究によって、台湾の農業政策の特徴

として、大学研究者と政府が密接な関係にあることを確認した。台湾の農業経済の研究者は、ウ

ルグアイ・ラウンドによる政策パラダイムの変化および先進国の研究者の議論を常に確認し、政



府機関とのネットワークを通じて、公的部門における政策概念の導入に貢献してきた。また、政

策の計画と実行段階でも、政府機関と研究者はネットワークを構築して活発に交流しているこ

とがわかった。文献研究やインタビューなどを通じた多面的な分析により、台湾の農業政策の形

成における認識共同体の存在を確認することができた。 

⑤ 日本：大正期以降の各時期の日本の農業政策の立案・運営の根底にある、日本（経済）

の中での農業の位置づけ、農業者、そして農業者の組織についての「認識」の変遷について考察

した。具体的には、「石黒農政」から GHQ 改革期、農業基本法（1961 年制定）合意形成過程（「学」

と「官」が主導した認識）、農業基本法に基づく農政展開期（政官業の鉄のトライアングルによ

る政策運営）、食料・農業・農村基本法（1999 年制定）への移行期、近年の農業環境政策の導入

時における「認識」の変遷を考察した。これらの考察を踏まえて、農業観・農民観などを含めた

「哲学・理念・理想」をオープンに、かつ、率直に議論してゆくことが政策の「行き詰まり感」

を解消するために不可欠であること、その際に、まず「認識共同体」的な少人数での認識の共有

を図り、漸進的に幅広い関係者に浸透してゆくことが現実的な解決策である可能性を示した。 

（２） 都道府県比較分析コンポーネント 

都道府県の農業環境政策の企画・実施に与えた認識共同体の影響の有無を検証するために、都

道府県の農業環境政策の「強度」を代表する指標として環境支払い受給面積の耕地面積に対する

比率を採用した。農業環境の改善に対してはこの他にも特別栽培農産物作付け面積、有機農産物

作付け面積などが考えられるが、自治体の財政負担（都道府県が 25％、市町村が 25％）を伴う

政策の実施において当該自治体の政策姿勢が最も強く反映されるとの推測のもとに環境支払い

面積比率を採用することとした。すでに明らかにした通り、都道府県別で環境支払い受給面積比

率をみると滋賀県が多都道府県を圧倒している。さらに、農業環境政策への積極性を表現しうる

もう一つの指標として環境支払いにおいて都道府県に対して認められている地域特任制度の活

用割合で見ても滋賀県は他を圧倒している。 

つぎに、市町村別の環境支払い受給面積比率により都道府県の農業環境政策の強度の差異を

検証することとした。その一環として、環境支払い受給面積比率の上位 10 県について市町村別

の受給面積比率を検証した。これにおいても滋賀県を別格としつつ、他県については、大多数の

市町村が面積比率 10％以下にとどまっている。一方で、いくつかの市町村で例外的に高い面積

比率を有していることが示されている。例えばこれら 10 県の 264 市町村の中で、受給面積比率

が 20％を超えている市町村は 17 あるが、滋賀県以外の市町村として福井県池田町（39.7％）及

び山形県遊佐町（25.2％）が含まれている。滋賀県内の 19 の市町のうち 15 市町がここに分類さ

れていること見ると、あらためて滋賀県の農業環境政策の推進に対する強力な行政姿勢を確認

できるが、一方で、滋賀県以外のこれら市町の数値は、市町村単位での農業環境政策に対する強

い意図を反映したものと推察できる。実際、池田町は多年にわたり町独自の減農薬減化学肥料に

対する認証制度を推進しており、また、遊佐町については 1996 年 3 月の時点ですでに遊佐町環

境保全型農業推進方針を策定している。 



これらを踏まえて、本研究では、当初予定していなかった農業環境政策が突出している市町村

に対する政策決定プロセス調査を実施しようとしたが、コロナ禍により実施できなかった。農業

環境政策に関する認識共同体の有無やその役割に関する国内調査対象として滋賀県以外にはむ

しろ突出市町村調査が必要であり、これについては今後の課題ととらえたい。 

（３）制度枠組みコンポーネント 

上記の二つのコンポーネントの分析等を踏まえて、2022 年 3月 11 日にオンラインにて国際ワ

ークショップ「How Have Agri-environmental Policies been Established? Sharing policy 

concepts among major actors and the role of epistemic communities」を開催した。農林水

産省、地方自治体、OECD、内外の農政研究者等の 150 名を超える申し込みのもとに実施した。上

記の国際比較を分析担当者から講演するとともに、農業環境政策における認識共同体の役割、認

識共同体を醸成する環境（「政策エコシステム」）、認識共同体醸成に係る国際機関や政策研究

機関の役割について議論を行った。本ワークショップ自体が、本研究成果を政策立案者と共有す

る場としての政策エコシステムの事例となりうる。本研究の国際比較に係る分析結果は海外共

同研究者らとともに国際ジャーナルに投稿する予定であるが、現時点での政策的な暫定的示唆

は以下のとおりである。 

 認識共同体が農業政策あるいは農業環境政策の立案に影響をもたらしたと思われる国際的

な事例を確認できた。国内的には滋賀県における事例が確認できたがその他の地域につい

ては本研究では明らかにできなかった。認識共同体の発生経路や農業環境政策形成に及ぼ

した影響は多様であり、個々の事例から他のケースへの教訓を見出すことは困難である。 

 しかしながら、分析対象とした認識共同体に共通にみられる特徴として、行政官とアカデミ

ックの交流が図られる仕組みの存在がある。たとえば、台湾のケースのように研究者側の行

政官とのネットワーク形成に対する積極的な姿勢が認識共同体の形成に貢献していると思

われる事例がある。EU における ECのように、積極的に大学等に研究委託を発注するケース

もネットワーク形成に寄与している可能性があり、農水省の政策研究所においてもそのよ

うな取り組みがなされている。OECD が認識共同体の醸成に果たした機能も政策エコシステ

ムの観点からは注目されるべきである。OECD における業務の方法が、常に加盟国の行政官

との意見交換と外部の研究者との情報交換をベースにすることが、認識共同体の醸成やそ

の活用に貢献してきたと示唆される事例が指摘された。認識共同体を醸成するための環境

整備について OECD の経験は大きな示唆を与えうる。 

 認識共同体の検討を行うにあたってのさらなる重要な観点として、時間軸と空間軸の設定

があげられることも確認された。時間軸の観点では、EU における農業環境政策に関する主

要概念の拡散がまずアカデミックで先行していることが注目に値する。アカデミックにお

ける問題把握に関する時間軸上の優位性を活用している可能性があるという点で重要と考

えられる。空間軸については、日本における農業環境政策が滋賀県を除けば少数の市町村に

おいて積極的な展開が図られてきたことを考えると、本研究が対象とした国や都道府県レ
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